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「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版の章・節変更と

「生徒指導」に関係のある統計的データの検証

2022 Revised Edition and 2010 Edition of "Seito Shido Teiyo" Chapter/Section
Changes and Verification of Statistical Data Related to "Student Guidance"

新 井 英 志 1) 唐 川 智 幸 2)

Hideshi ARAI Noriyuki KARAKAWA

本稿においては、「生徒指導提要」と「生徒指導」に関係のある統計的データについて、４つの仮説を

設定して統計的な検討を行った結果を報告する。研究対象は、「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年

版、及び「生徒指導」に関係のある官公庁が発表した2010～2019年度の統計的データである。研究方法

は、これらのデータについて統計解析を行った。１つ目の研究課題である「「生徒指導提要｣の2022年改

訂版と2010年版における章・節の変更は、統計的に説明できるか」であるが、多重比較検定（Tukey-

Kramer法)を行い、説明は可能であった。２つ目の研究課題である「「生徒指導提要」に関係のある2010

～2019年度間の統計的データの違いは、どの程度あるか」であるが、８種類のデータで多重比較検定

（Tukey-Kramer法）を行い、13項目のデータ間で有意差があった。３つ目の研究課題である「「生徒指

導提要」に関係のある2010～2019年度の統計的データにおける北海道と全国の違いは、どの程度あるか」

であるが、多重比較検定（Tukey-Kramer法）では、14項目のデータ間で有意差があった。母平均の差の

検定では、「いじめ」と、「不登校（小中学校）」の２項目で「有意差なし」となり、北海道と全国の違

いがないことが分かった。４つ目の研究課題である「「生徒指導提要｣に関係のある2010年度と2019年度

の「教員一人当たりの児童生徒数」と「いじめ認知件数」の関係性は、どの程度あるか」であるが、相

関係数の大きさは、2019年度の小・中学校と2010年度の中学校では、「全国」＞「上位10県」＞「下位

10県」の順になった。
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This research reports the results of a statistical examination by setting four hypotheses

about statistical data related to "Seito Shido Teiyo" and Student Guidance. The subjects of

the research are the 2022 revision and 2010 editions of "Seito Shido Teiyo" and the statistical

data from 2010 to 2019 published by government offices related to Student Guidance. These data

were used to perform statistical analysis. The first research question was: Can the changes in

chapters and verses between the 2022 revised edition and the 2010 edition of "Seito Shido Teiyo"

be statistically explained, and what are the possible explanations contributing to the changes?

A multiple comparison test (Tukey-Kramer method) was performed.It was possible to explain. The

second research question was: How much is the difference in the statistical data between the

2010 and 2019 academic years related to "Seito Shido Teiyo"? Again, a multiple comparison test

(Tukey-Kramer method) was performed. As a result, the P value between the data of 13 items

was a significant difference. The third research question was: How much is the difference

between Hokkaido and the entire country in the statistical data from 2010 to 2019 related to

"Seito Shido Teiyo"? In the multiple comparison test (Tukey-Kramer method), between the 14 items

of data, showing a significant difference. In the test of the difference in population averages,

no significant difference was obtained for the two items of "bullying" and "refusal to attend

school (primary and junior high school). The fourth research question was: To what extent is

the relationship between the number of students per teacher, and the number of cases of bullying

recognized in 2010 and 2019 related to "Seito Shido Teiyo"? The magnitude of the correlation

coefficient was in the order of nationwide > top 10 prefectures > bottom 10 prefectures for

elementary and junior high schools in 2019 and junior high schools in 2010.
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Ⅰ．はじめに

2022年度は、2019年４月から大学の教職課程に

おける新教育課程が開始されて４年目となってい

るが、必修科目である「生徒指導の理論及び方法」

に関して、新しい動きがあった。その内容とは、

この授業のシラバスにおいて「テキスト」又は「参

考書・参考資料等」欄に記載が必要 1)とされてい

る、「生徒指導提要 2010年（平成22年）版」2)の

改訂が2021年７月より検討され、2022年12月に「生

徒指導提要 2022年（令和４年12月）改訂版」3)

がインターネットで公開されたことである（以下、

生徒指導提要は発行年より、「2010年版」、「2022年

改訂版」と表記する。）。2017年度に告示された学

習指導要領は､2020年度の４月から小学校で、2021

年度からは中学校で全面実施され、高等学校では

2022年度の入学生から年次進行で実施されている。

教職課程の学生のみならず現場の教員にとっても、

生徒指導のバイブル的存在である「生徒指導提要」

の改訂は、時代の変化に合わせた内容改訂である

ことから、その必然性とともに、内容に対する期

待は大変大きいと筆者は考えている。

さて、筆者はT大学で、前述の「生徒指導の理論

及び方法」に相当する「生徒指導論」を担当して

おり、これまでに、この授業に係る報告4)～6）をし

てきた。第１報(新井、2018)4)では、学生にとっ

て生徒指導の実践的指導力の基盤となる「知識・

技能」が十分達成でき、「行動意欲」も概ね達成し

たことを評価・報告した。また、「チーム学校」の

意識の向上を目指した授業のねらいが概ね達成で

きたことを評価・報告した。第２報(新井、2018)5)

では、資質・能力の向上を目指すアクティブ・ラ

ーニング型授業の効果を検証し、その学習効果が

十分あったと評価・報告した。さらに、第３報(20

19、新井)6）では、教職課程コアカリキュラム対応

型授業の試行的実践における効果の検証を行った。

教職課程コアカリキュラムで規定されている「到

達目標」などが概ね達成されていることや、教職

課程コアカリキュラム対応表と、「到達目標」の自

己評価結果の関連性が授業評価に活用できること

を明らかにした。これらは、いずれも統計的な手

法により検証したものである。

当然のことながら、今回の「生徒指導提要」の

改訂は、「生徒指導論」の授業を行う教員であるが

ゆえに、次の４つの疑問を新たに抱くことになっ

た。１つ目の疑問は、「生徒指導提要 2022年改訂

版」における章・節の記述順番の変更の数的な根

拠である。２つ目の疑問は、「生徒指導提要」に関

係のある統計的データにおける各データ間の違い

である。そして、３つ目の疑問は、「生徒指導提要」

に関係のある統計的データにおける北海道（T大学

の所在地）と全国の違いである。さらに、４つ目

の疑問は、「生徒指導提要」に関係のある統計的デ

ータと現場で指導している教員人数の関係である。

これら４つの疑問について、早急に統計的な検討

が必要であると考えた。

これらのことから、本研究においては、「生徒指

導提要 2022年改訂版」に関係のある統計的デー

タに着目して、４つの研究課題を設定して検証す

ることを目的とした。

本稿は、Ⅰと次を含め８つの部分からなる。Ⅱ．

先行研究 Ⅲ．研究課題 Ⅳ．研究方法 Ⅴ．結

果 Ⅵ．考察 Ⅶ．まとめ Ⅷ．今後の課題

Ⅱ．先行研究

先行研究について、国立情報学研究所のCiNii

Reserchの検索で確認した（2023年２月27日現在）。

「生徒指導提要」の単語を含む研究論文は154件あ

ったが、「生徒指導提要」「生徒指導論」では３件、

「生徒指導提要」「統計」では０件と激減した。ま

た、「生徒指導」「統計」では22件となり、「生徒指

導論」「統計」では３件であった。さらに、今回の

調査データに関連した「児童生徒の問題行動」「調

査」「統計」では５件、「生徒指導」「警察庁」「統

計」と「非行」「警察庁」「統計」では０件であっ
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た。加えて、「児童虐待」「児童相談所」「統計」で

は13件であったが、「児童虐待」「児童相談所」「統

計」「生徒指導」では０件であり、「教員人数」「い

じめ」や「教員一人当たりの児童生徒数」「いじめ」

も０件であった。

以上のことから、「生徒指導提要」や「生徒指導」

と「統計」を扱った論文や、「児童生徒の問題行動」

及び「非行」・「いじめ」と「統計」の論文が少な

いことが判明した。このような中、「生徒指導提要」

と「生徒指導論」の論文のうち、谷口（2021）7)

は、現職教員の語りが学生の生徒指導観の変容に

寄与していることと、既習の教職科目「生徒指導

論」等においては、履修する学生が多面的・多角

的な生徒指導観を形成することができていなかっ

たことを明らかにした。また、布村（2021）8)は、

教員採用試験において、生徒指導に関する「生徒

指導提要 2010年版」からの出題の形式が、ある

特定の箇所の暗記を促すような設定になっている

ことや、出題する自治体は固定的であることを明

らかにした。

「生徒指導」と｢統計」の論文においては、中ら

（2014）9)が、スクールソーシャルワーカーの支

援効果について学校関係者を対象にアンケート調

査を実施し、統計的手法で分析した。その結果、「ス

クールソーシャルワーカーが学校の思いや考えを

児童生徒に伝えること」には肯定的でない、暴力

行為の場合は「スクールソーシャルワーカーが保

護者の思いや考えを学校に伝えること」に肯定的

でないと学校関係者が考えることを明らかにした。

また、青木ら（2021）10)は、政府統計の二次分析

を通して、学級規模と不登校との関連を明らかに

した。具体的には、中２・中３では他学年よりも

学級規模と不登校率にやや強い正の相関がみられ

たことと、中１から中２にかけての学年進行によ

り学級規模が拡大した学校では，学級規模の変化

のない学校よりも不登校率が高い傾向にあること

を示した。

さらに、「児童生徒の問題行動」「調査」｢統計」

の論文において、田中（2019）11)は、公共政策の

有効性の定量的な検証例として、公立小中学校へ

の教員加配と学力および問題行動との関係を統計

的に分析した。その結果、問題行動のうち暴力行

為の抑制に対して教員加配は負の統計的に有意な

関係があること。また、児童生徒支援加配は、い

じめの認知件数と正の統計的に有意な関係がある

ことなどを明らかにした。

以上の現状を踏まえ、生徒指導に関係した統計

的資料による検証の必要性が大いにあると考えた。

Ⅲ．研究課題

前述した状況を踏まえ、次の４点を研究課題とし

て設定した。

１．「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版

における章・節の変更は、統計的に説明できる

か。

２．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年

度間の統計的データの違いは、どの程度あるか。

３．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年

度の統計的データにおける北海道と全国の違い

は、どの程度あるか。

４．「生徒指導提要｣に関係のある2010年度と2019

年度の「教員一人当たりの児童生徒数」と「い

じめ認知件数」の関係性は、どの程度あるか。

Ⅳ．研究方法
１．調査対象

調査対象は、「生徒指導提要 2010年版」と「生徒

指導提要 2022年改訂版」である。また、「生徒指

導提要」の章・節に関係の深い生徒指導関係の20

10～2019年度の10年間のデータも対象とした。こ

れら10年間のデータは、「生徒指導提要 2022年改

訂版」の議論が開始されたのが2021年７月であった

ことから、2020年度末までに入手したデータと推定

した。そして、これらのデータは、一般的に公表年

度の前年度の調査結果であることから、2010年度か

ら2019年度までの10年間のデータを活用した。
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２．調査方法

調査方法は、官公庁が作成・公表したデータを統

計解析した。文部科学省が調査・報告している「児

童生徒の問題行動等生徒指導上の諸課題に関する

調査結果について」12)～17）・「児童生徒の問題行動

・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査につ

いて」18)～21）と、警察庁の「犯罪統計書」22)～31）、

厚生労働省虐待防止対策推進室の「令和２年度

児童相談所での児童虐待相談対応件数（速報値）」

32)、北海道保健福祉部の「道の児童相談所におけ

る児童虐待相談対応状況」33)、34）、及び、総務省統

計局の「小学校児童数（教員一人当たり）」「中学

校生徒数（教員一人当たり）」「高校生徒数（教員

一人当たり）」35)、36）のデータを活用した。なお、

警察庁のデータだけが、年毎のデータであり、他

は年度毎のデータである。

また、統計解析には、Excel 2016 MSO(16.0.4

849.1000)と、エクセル統計(Ver.4.01)を使用し

た。なお、有意水準は５％とした。

Ⅴ.結果

１．「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版に

おける章・節の変化

表１に「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010

年版における章・節の変化をまとめた。また、表

２に表１の基本統計量を示した。

「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版に

おける章・節の変化は、明確にあった。2010年版

第６章 Ⅱ 個別の課題を抱える児童生徒への指

導」における節が、2022年改訂版では、「第Ⅱ部

表１．生徒指導提要の2022年改訂版と2010年版における章・節の変化の状況

※ 表１は、「生徒指導提要 2022年改訂版」（文献：3）と「生徒指導提要 2010年版」（文献：2）より筆者が作成した。

表２．表１における章・節ランク番号等の基本統計量

※ 表２は、表１のデータから筆者が作成した。
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表３．「生徒指導提要 2022年改訂版」の章に関係のある2010～2019年度の全国のデータ

※ 第４章、第５章、第８章～第10章のデータは、文部科学省のデータ（文献：21）を引用して筆者が作成した。また、第

６章は警察庁のデータ（文献：31）、第７章は厚生労働省のデータ（文献：32）を引用して筆者が作成した。

表４．表３におけるデータの基本統計量

表５．「生徒指導提要 2022年改訂版」の章に関係のある2010～2019年度の北海道のデータ

※ 第４章、第５章、第８章～第10章のデータは、文部科学省のデータ（文献：12～21）を活用して筆者が作成した。また、

第６章は、警察庁のデータ（文献：22～31）、第７章は北海道のデータ（文献：33、34）を活用して筆者が作成した。
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表６．表５におけるデータの基本統計量

個別の課題に対する生徒指導」の章として独立し

て記載されている。「章・節のランク変化の上昇・

下降度」では、2010年版と比較して、2022年改訂

版において６項目の上昇と、３項目の下降が見ら

れた（表１）。上昇度の第１位は「中途退学」の＋

５、第２位は「児童虐待」の＋４、第３位は「い

じめ」「不登校」の＋３であった。一方、下降度の

第１位は、「インターネット・携帯電話に関わる課

題」「性に関する課題」の２項目で、それぞれ－３

であった。

２．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年度

間の統計的データの違い

表３、表４に「生徒指導提要 2022年改訂版」

の章に関係のある全国の2010～2019年度データ８

種類についてまとめた。表３は、筆者が文献から

のデータを使って引用・作成しており、表４には

表３の基本統計量を示した。これらのデータのう

ち、第６章の警察庁データは、年毎のデータであ

り、他は全て年度毎のデータである。

また、第４章、第５章、第10章のデータは1000

人当たりの数値であり、第９章では退学率％、第

６～８章では実数値であるが、これらは引用した

データを原本通りに使用したことによる。

表３の「2019／2010（％）」は、2010年度と2019

年度の比による増加率を示した。増加率が大きい

第１位は第４章「いじめ」が845.5％、第２位は第

７章「児童虐待」の343.7％、第３位が第８章「自

殺」の203.2％である。一方、増加率の小さい第１

位は、第６章「少年非行」の23.2％、第２位は第

９章「中途退学（高校）」の81.3％、第３位は第10

章「不登校（高校）」の95.2％であった。

３．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年

度の統計的データにおける北海道と全国の違い

「生徒指導提要」に関係のある北海道と全国の

データの検討を行った。なお、第８章「自殺」に

ついては、北海道のデータを入手することができ

なかったため、これを除外して検討した。

表３、表４の全国のデータと同様に、表５と表

６に北海道のデータと、その基本統計量を示した。

表４の全国のデータと、表６の北海道のデータ

の比較においては、1000人当たりのデータと％デ

ータの数値を比較するのが適当と考えた。第４章

「いじめ」における1000人当たりの認知件数の平

均値では、全国が 21.05件に対して北海道は17.47

件であった。第５章「暴力行為」における1000人

当たりの発生件数の平均値では､全国が4.57件に対

して北海道は2.31件であった。同様に第10章「不

登校（小中学校）」の1000人当たりの人数の平均値

では、全国が13.37人に対して北海道では12.83人
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となり、「不登校（高校）」の1000人当たりの人数

の平均値では、全国が15.99人に対して北海道では

7.61人となった。このことから、これら４項目に

おいて北海道の平均値の方が低い数値であること

が分かった。

一方、第９章「中途退学」（高校）の退学率（％）

では、全国が1.47％であったのに対し、北海道で

は1.63％と、北海道の退学率の方が全国よりも高

い数値であることが分かった。

表７．2010・2019年度における小・中学校、高校の教員一人当たりの児童生徒数と、いじめ認知件数の関係

※ 表中の「都道府県名」及び「教員一人当たりの児童生徒数」は、総務省のデータ（文献：35、36）を活用し、「いじめ

認知件数」は、文部科学省のデータ（文献：12、21）を活用して筆者が作成した。

新井英志・唐川智幸：「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版の章・節変更と「生徒指導」に関係のある統計的データの検証 
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４．「生徒指導提要｣に関係のある2010年度と2019

年度の「教員一人当たりの児童生徒数」と「い

じめ認知件数」の関係性

表７に、小学校、中学校、高校に区分した「教

員一人当たりの児童生徒数」と「いじめ認知件数」

の関係をまとめた。これらのデータは、文部科学

省の2010年度データ12)と2019年度データ21)を総務

省のデータ35)、36)と組み合わせ、教員一人当たりの

児童生徒数の少ない順から多い順に並べたもので

ある。

｢いじめ認知件数｣は、2010年度と2019年度を比

較すると、小・中学校、高校とも2019年度が大幅

に増加していることが分かった。また、「教員一人

当たりの児童生徒数」は､少子化の影響を受けて、

2010年度よりは2019年度の方が、小・中学校、高

校とも減少していることが分かった。

さらに、平均値における「いじめ認知件数」／

「教員一人当たりの児童生徒数」 に注目すると、

2010年度と2019年度では学校間の順位に変動が見

られた。2010年度は、中学校（53.18）＞ 小学校

（50.55）＞ 高校（11.22）であったのに対し、20

19年度は、小学校（734.53）＞ 中学校（188.63）

＞ 高校（30.54）となった。このことは、2019年

度と2010年度を比較して、2019年度の小学校での

「いじめ認知件数」が、中学校での「いじめ認知

件数」に較べて大幅に増えたことを反映している

表８．表１における多重比較検定の結果

※１ Tukey-Kramer法による。「*：P<0.05」「 **：P<0.01」

と考えた。

Ⅵ．考察

Ⅴの結果を踏まえ、Ⅲで設定した４つの研究課

題について考察を述べる。

１．「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010年版

における章・節の変更は、統計的に説明できる

か。

表１における３項目について統計的に検討した

（表８）。表１における「章・節ランク番号」「章

番号」「章・節のランク変化の上昇・下降度」につ

いて多重比較検定（Tukey-Kramer法）を行った結

果、２項目間で有意差が見られた。「章番号」と「章

・節のランク変化の上昇・下降度」において、P値

＝0.00009(**：P<0.01）であった。また、「章・節

ランク番号」と「章・節のランク変化の上昇・下

降度」においても、P値＝0.02190（*：P<0.05）で

表９．「生徒指導提要 2022年改訂版」の章に関係のある表３の全国データにおける多重比較検定の結果

※ Tukey-Kramer法による。表中のP値が、「P<0.001」の場合、「**：P<0.01」である。
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表10．北海道と全国のデータにおける多重比較検定の結果（除く、第８章自殺）

※ Tukey-Kramer法による。表中のP値が、「P<0.001」の場合、「**：P<0.01」である。

表11．北海道と全国のデータにおける相関関係と母平均の差の検定結果（除く、第８章自殺）

※ 表中のP値が、「P<0.001」の場合、「**：P<0.01」である。また、「*：P<0.05」である。

あった。この結果より、「生徒指導提要 2022年改

訂版」における章・節の変更は、統計的に説明で

きることが分かった。

また、表３において、「2019／2010（％）」では、

「いじめ」の増加率が845.5％と１番の増加率とな

っていた。「生徒指導提要 2022年改訂版」におい

て、問題行動の最初の章である第４章が「いじめ」

であることは、近年の学校事情を十分に反映した

結果であると考えた。

２．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年

度間の統計的データの違いは、どの程度あるか。

表３のデータを使って、2010～2019年度データ

８種類の多重比較検定（Tukey-Kramer法）を行っ

た結果、13項目のデータ間で、P値が P<0.001（**

：P<0.01）となり有意差のあることが分かった（表

９）。第４章「いじめ」は、第６章「少年非行」と

第７章「児童虐待」の２項目と有意差があった。

同様に、第５章「暴力行為」も第６章「少年非行」

と第７章「児童虐待」の２項目と有意差があった。
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表12．2010・2019年度における小・中学校、高校の「教員一人当たりの児童生徒数」の「全国」・

「上位10県」・「下位10県」データと、「いじめ認知件数」の関係

※ この表は表７のデータより筆者が作成した。

また、第６章「少年非行」は、第７章「児童虐

待」、第８章「自殺」、第９章「中途退学」、第10章

「不登校（小中学校）」、第10章「不登校（高校）」

の５項目と有意差があった。さらに、第７章「児

童虐待」も第８章「自殺」､第９章「中途退学」､

第10章「不登校（小中学校）」、第10章「不登校（高

校）」の４項目と有意差があった。

３．「生徒指導提要」に関係のある2010～2019年

度の統計的データにおける北海道と全国の違い

は、どの程度あるか。

「生徒指導提要」に関係のある７項目について、

北海道と全国の違いを検証した（表10、表11）。

北海道のデータ７項目（表５）と、全国のデー

タ（表３）７項目について、多重比較検定（Tukey

-Kramer法）を行った結果、14項目のデータ間でP

値が P<0.001（**：P<0.01）となり有意差のあるこ

とが判明した（表10）。有意差があったのは、第６

章「少年非行」の全国のデータと北海道の第４章

～第10章の７項目のデータ全てと、第７章「児童

虐待」の全国のデータと北海道の第４章～第10章

の７項目のデータ全てであった。

また、北海道と全国のデータについて相関関係

を調べるとともに、母平均の差の検定（両側検定/

対立仮説:「全国」≠「北海道」）を行った（表11）。

相関関係は、最初に散布図より算出した。「北海道」

「全国」間の相関関係は「強い相関」が４項目、「中

程度の相関」が２項目で、「相関なし」が１項目あ

った。「強い相関」があったのは、第４章「いじめ」、

第６章「少年非行」、第７章「児童虐待」、第10章

「不登校（小中学校）」の４項目であった。また、

「中程度の相関」は、第５章「暴力行為」、第９章

「中途退学」の２項目であった。さらに、「相関な

し」は、第10章「不登校（高校）」の１項目であっ

た。相関関係については、スピアマンの順位相関

行列による検定も行ったが、散布図による結果と、

ほぼ同様の結果であった。

母平均の差の検定では、第４章「いじめ」と、

第10章「不登校（小中学校）」の２項目で「有意差

なし」となった。このことより、この２項目にお

いては、北海道と全国の違いがないことが分かっ

た。一方、それ以外の５項目では、P<0.001（**：

P<0.01）と北海道と全国の違いが明確にあった。
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４．「生徒指導提要｣に関係のある2010年度と2019

年度の「教員一人当たりの児童生徒数」と「い

じめ認知件数」の関係性は、どの程度あるか。

表７を活用して「教員一人当たりの児童生徒数」

と「いじめ認知件数」の関係性について検討した。

「教員一人当たりの児童生徒数」のデータは「全

国」、教員一人当たりの児童生徒数の多い「上位10

県」、教員一人当たりの児童生徒数の少ない「下位

10県」の３つに区分し、「いじめ認知件数」と、そ

れらの相関関係を検証した(表12）。「全国」では、

2010･2019年度とも小・中学校では「中程度の相関」

（計４項目）があったのに対し、高校では「弱い

相関」（計２項目）であった。

また、「上位10県」では、小学校の2019年度、中

学校の2010･2019年度の３項目において「中程度の

相関」があったが、小学校の2010年度と高校の 20

10･2019年度の３項目においては「弱い相関」であ

った。

さらに、「下位10県｣では､2019年度の小学校だけ

が「中程度の相関」だったのに対し、2010年度の

小学校､2019年度の中学校、2010･2019年度の高校

の４項目で「弱い相関」であった。そして､2010年

度の中学校では、「相関なし」の結果であった。

以上のことから、「いじめ認知件数」と「教員一

人当たりの児童生徒｣の相関係数の大きさは、2019

年度の小・中学校と2010年度の中学校では、「全国」

＞「上位10県」＞「下位10県」の順になったが、

それ以外では、一定の傾向が見られなかった。

次に、2019年度と2010年度の相関係数（r）の変

化量（2019－2010）から算出した変化率「2019／

2010（％）」に注目して検討した(表12）。「全国」

の変化率では、小学校（151.2％）＞中学校（117.

2％）＞高校(88.5%)となった。このことは、小学

校での「いじめ認知件数」が最も増加しているこ

とを裏付けていると考えた。同様に「上位10県」

の変化率を見ると、小学校（157.4％）＞高校(130.

9%)＞中学校（111.0％）となった。また、「下位10

県」の変化率では、中学校（238.8％）＞ 小学校

（145.3％）＞高校(96.1%)となった。以上の結果

より、小・中学校と高校において、「上位10県」や

「下位10県」と「全国」では、変化率の増加の順

番が異なっていることが分かった。そして、変化

率の増加の数値から、「いじめ認知件数」と「教員

一人当たりの児童・生徒数」の関係性が、「全国」

と「下位10県」の高校を除いて、2010年度よりは

2019年度の方が、より大きくなっていることが分

かった。

Ⅶ．まとめ

本稿は、「生徒指導提要」の2022年改訂版と2010

年版、及び「生徒指導」に関係のある統計的デー

タについて、４つの仮説を設定して統計的な検討

を行った結果を報告する。研究対象は、「生徒指導

提要」の2022年改訂版と2010年版、及び「生徒指

導」に関係のある文部科学省、警察庁、厚生労働

省、北海道、総務省が発表した2010～2019年度の

統計的データである。研究方法は、これらのデー

タについて統計解析を行った。

１つ目の研究課題である「「生徒指導提要｣の20

22年改訂版と2010年版における章・節の変更は、

統計的に説明できるか」であるが、説明は可能で

あった。2022年改訂版と2010年版の「章・節ラン

ク番号」「章番号」「章・節のランク変化の上昇・

下降度｣に着目して、多重比較検定（Tukey-Kramer

法）を行い、２項目間で有意差が見られた。「章番

号」と「章・節のランク変化の上昇・下降度」に

おいて、P値＝0.00009(**：P<0.01）であった。ま

た、「章・節ランク番号」と「章・節のランク変化

の上昇・下降度」においても、P値＝0.02190（*：

P<0.05）であった。また、2010年度と2019年度の

データ比較により、「いじめ」の増加率が、845.5

％と１番の増加率であったことが章の順番に大き

く反映したと考えた。

２つ目の研究課題である「「生徒指導提要」に

関係のある2010～2019年度間の統計的データの違

いは、どの程度あるか」であるが、８種類のデー
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タに着目して、多重比較検定（Tukey-Kramer法）

を行った。その結果、13項目のデータ間で、P値

が P<0.001（**：P<0.01）となり有意差があった。

３つ目の研究課題である「「生徒指導提要」に

関係のある2010～2019年度の統計的データにおけ

る北海道と全国の違いは、どの程度あるか」であ

るが、各７項目のデータについて多重比較検定、

母平均の差の検定、相関関係で検証した。多重比

較検定（Tukey-Kramer法）では、14項目のデータ

間でP値が P<0.001（**：P<0.01）となり有意差

があった。母平均の差の検定では、「いじめ」と、

「不登校（小中学校）」の２項目で「有意差なし」

となり、この２項目においては、北海道と全国の

違いがないことが分かった。一方、それ以外の５

項目では、北海道と全国の違いが明確にあった（P

<0.001（**：P<0.01）。さらに、北海道と全国と

の相関関係は「強い相関」が４項目（「いじめ」「少

年非行」「児童虐待」「不登校（小中学校）」）、「中

程度の相関」が２項目（「暴力行為」「中途退学」）、

「相関なし」が１項目（「不登校（高校）」）であ

った。

４つ目の研究課題である「「生徒指導提要｣に関

係のある2010年度と2019年度の「教員一人当たり

の児童生徒数」と「いじめ認知件数」の関係性は、

どの程度あるか」であるが、「教員一人当たりの

児童生徒数」と「いじめ認知件数」の関係を使っ

て検証した。「教員一人当たりの児童生徒数」の

データを「全国」、「上位10県」、「下位10県」の３

つに区分し、「いじめ認知件数」との相関関係を

調べた。「全国」では、2010・2019年度の小中学

校において「中程度の相関」が４項目、高校では

「弱い相関」が２項目であった。「上位10県」で

は、小学校の2019年度と中学校の2010・2019年度

において「中程度の相関」が３項目あり、それ以

外は「弱い相関」が３項目であった。「下位10県」

では、 2019年度の小学校が「中程度の相関」、20

10年度の中学校では「相関なし」となり、他の４

項目は「弱い相関」であった。相関係数の大きさ

は、2019年度の小・中学校と2010年度の中学校で

は、「全国」＞「上位10県」＞「下位10県」の順

になった。

Ⅷ．今後の課題

今後の課題は２点ある。１点目の課題は、今回

検証した「生徒指導」に関する統計的な資料の更

なる検証である。現在、学校教員の多忙化や長時

間労働の問題とともに、教員志望者の減少や質の

低下問題なども生じており、日本の教育が大きな

危機を迎えている。そのことから、学校が抱える

問題について、今回使用した「教員一人当たりの

児童生徒数」のデータなどを活用して、別な視点

での検証を行いたい。

２点目の課題は、文部科学省の「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関する調

査」についてなどを活用して、学校教育における

コロナ禍の影響を調査したいと考えている。統計

的な検討が、今後の学校教育の改善に何らかの寄

与となることを目指したい。

付記

本論文は、利益相反(COI)はない。
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